














































































































































































































プローチを求める声が高まった。その結果，WHO では 1988 年に，‘Human Reproduction’
に関わるすべての健康問題を「リプロダクティブ・ヘルス」という用語でくくる新たなアプ
ローチへの途が開かれた。最初にこの概念を提唱したのが著名な WHO の M.H.Fathala で
ある。
　こうして既述のように，WHO の従来からの健康に関する定義概念が生殖関連の領域に適









　まさに本稿Ⅲ冒頭にも示したカイロ会議「行動計画」第 7 章 2 項のプロトタイプといえ
る。その後，1992 年 6 月にリオ・デ・ジャネイロで開催された「国連環境会議」で採択さ































































＾ ＾ ＾ ＾ 出店可虻羽















































因の約 2 割を占めるといわれている。妊娠・出産による死亡は世界で年間約 60 万人，毎日
1,600 人もの女性が死亡していることになる。その中で，人口妊娠中絶（以下，中絶と略す）











































なかでも出生 10 万対 4 桁 1,000 を超える，アンゴラ 1,500（1.5％），ニジェール，ウガンダ
の 1,200（1.2％），ナイジェリア 1,000（1％），イエメン 1,400（1.4％），アフガニスタン 1,700
（1.7％），ブータン 1,600（1.6％），ネパール 1,500（1.5％）といった数値には驚愕させられ









（出生 10 万対） （出生千対） （％）
年 1987-1994 2018 1996 2015 1996 2017 1992 2018
アフリカ
アンゴラ 1500 477 124 55 － 17（15） 7.2 5.6
ニジェール 1200 533 114 51 4（ 2 ） 20（18） 7.4 7.1
ウガンダ 1200 343 113 38 15（ 8 ） 39（35） 7.3 5.4
ナイジェリア 1000  814 77 67 6（ 4 ） 19（15） 6.5 5.4
コートジボアール 810 645 86 66 11（ 4 ） 19（17） 7.4 4.8
ガーナ 740 319 73 41 20（10） 33（28） 6.0 3.9
スーダン 660 311 71 45 8（ 7 ） 16（15） 5.7 4.4
ジンバブエ 570 443 68 40 48（42） 67（66） 5.0 3.6
リベリア 560 725 153 51 6（ 5 ） 30（30） 6.8 4.4
中東
イエメン 1400 385 80 43 7（ 6 ） 42（36） 7.6 3.8
イラク 310 50 95 26 14（10） 58（44） 5.7 4.2
イラン 120 25 39 13 65（45） 78（65） 5.0 1.6
アジア
アフガニスタン 1700 396 154 53 2 26（23） 6.9 4.3
ブータン 1600 148 104  27 － 62（62） 5.9 2.0
ネパール 1500 258 82 28 29（26） 53（47） 5.4 2.1
バングラデシュ 850 176 78 27 47（39） 64（57） 4.4 2.1
インドネシア 650 126 48 22 55（52） 61（59） 2.9 2.3
インド 570 174 72 35 41（37） 56（51） 3.8 2.3
パキスタン 340 178 74 64 12（ 9 ） 41（32） 6.2 3.3
フィリピン 280 114 35 22 40（25） 56（41） 3.9 2.9
タイ 200 20 30 11 74（72） 79（76） － 1.5




韓国 130 11 9 3 79（70） 78（70） 1.7 1.3
カザフスタン 80 12 34 10 59 57（55） － 2.6
日本 18 5 4 2 59（53） 44（40） － 1.5
欧米
ブラジル 220 44 42 14 66（57） 80（77） 2.9 1.7
メキシコ 110 38 31 13 53（45） 71（68） 3.2 2.1
アメリカ 12 14 7 6 71（67） 74（67） － 2.6
ロシア 75 25 19 7 21（13） 69（57） － 1.8
イタリア 12 4 7 3 78（32） 69（54） － 1.5
オランダ 12 7 6 3 78（76） 72（69） － 1.8
アイルランド 10 8 6 3 － 68（63） － 2.0






1996 年時点では，出生千対でみて 100 を超えるということは二桁台の死亡率ということに
なる。たとえばアフガニスタン 154（15.4％），リベリア 153（15.3％），アンゴラ 124










とえばアジアでアフガニスタンが 1,700 から 396（0.396％），ブータンが 1,600 から 148
（0.148％），ネパールが 1,500 から 258（0.258％），イエメンが 1,400 から 385（0.385％），ア
フリカでもウガンダが 1,200 から 343（0.343％）と急減している。これら諸国には国際機関
等からの支援の奏功が相当程度みとめられる。またバングラデシュが 850 から 176
（0.176％），インドネシアが 650 から 126（0.126％），インドが 570 から 174（0.174％），パ
キスタンが 340 から 178（0.178％）と，経済成長著しいアジア諸国での改善も顕著である。
　一方，乳児死亡率の改善はすべての国で確認される。アフガニスタンが 154 から 53
（5.3％），リベリアが 153 から 51（5.1％），アンゴラが 124 から 55（5.5％）といった極度な
劣悪状況からの改善もあれば，インドネシアが 48 から 22（2.2％），タイが 30 から 11
（1.1％），というような，ASEAN 経済をけん引する諸国での改善も注目される。ただし，







者 2％，後者 6.9 人であった。ウガンダでは，前者 15％，後者 7.3 人であった。それが近年







年，乳児死亡率が 1996 年，それぞれブラジルで 220（0.22％），42（4.2％），韓国 130
（0.13％），9（0.9％），メキシコ 110（0.11％），31（3.1％）であったのが，2015 年にはブラ
ジルで 44（0.44％），14（1.4％），韓国 11（0.11％），3（0.3％），メキシコ 38（0.38％），13
（0.13％）と改善されている。又，避妊実行率も，何らかの方法のみをみても，ブラジルが
66％から 80％，韓国が 79％，78％，そしてメキシコも 53％から 71％と，いずれも今や 7，
8 割水準になっている。これは，ほぼ一般的な先進諸国レベルとみなすことができよう。
　最後に，日本をはじめとする先進諸国の状況も確認しておこう。妊産婦死亡率や乳児死亡
率の低さは，ここ 20 年間での医療技術の進歩に支えられ，今や限界的な水準（前者出産 10





近年，避妊実行率が低下しているのである。イタリアが 78％から 69％，オランダも 78％か

































（％） 1000 人当 （％） （％） 男（％）女（％）男（％）女（％）










アンゴラ  50  87 30  89  66  13  10
ニジェール  40 210 76  1  69   59  20  14
ウガンダ  74 140 40  1  90  92  23  21
ナイジェリア  43 145 44 12  72  60 － －
コートジボアール  74 129 27 －  92  83  41  30
ガーナ  71  76 21  2  84  86  52  53
スーダン  78  87 34 82  55  58 － －
ジンバブエ  78 100 32 －  84  86  44  44
リベリア  61 149 36 26  39  36  16  14
中東
イエメン  45  67 32 16  88  78  54  40
イラク  70  82 24  5  98  87  49  40
イラン  99  38 17 －  99  99  72  73
アジア
アフガニスタン  51  87 35 － － －  62  36
ブータン  89  28 26 －  82  84  59  68
ネパール  58  88 40 －  96  93  53  57
バングラデシュ  50  78 59 －  90 100  60  67
インドネシア  93  48 14 －  94  89  76  78
インド  86  28 27 －  97  98  61  62
パキスタン  52  44 21 －  84  71  50  41
フィリピン  73  47 15 －  96  97  60  72
タイ  99  43 23 －  92  87  77  77
タジキスタン  87  54 12 －  99  98  87  78
韓国 100 　1 － －  97  98  98  98
カザフスタン  99  31  7 －  98 100 100 100
日本 100 　4 － －  99  99  99 100
欧米・中南米
ブラジル  96  62 26 －  94  95  80  83
メキシコ  98  63 26 －  98 100  76  79
アメリカ  99  20 － －  93  94  90  92
ロシア  99  24 － －  97  98 － －
イタリア 100 　5 － －  99  99  97  96
オランダ － 　3 － －  97  98  93  94
アイルランド 100 　9 － －  99 100  98 100

















未成年少女への実施比率は，スーダンの 82％の他，リベリア 26％，ナイジェリア 12％など，
サブサハラ・アフリカでいまだに残存する，女性の健康を長きに渡り直接的に害してきた深
刻な問題といえる。専門技術者の立合い出産の割合も，そういう諸国では低く，たとえばニ
ジェールが 40％，ナイジェリア 43％，アンゴラ 50％と，半分以下にとどまる。世界最貧地
域サブサハラ・アフリカの不衛生・低栄養の状況下にあり，専門技術者の立合いもなく，


















歳以下の出産が 14.9％，FGM も 26％と高率で残存するリベリアでは，女性の初等教育就学
率でさえ 36％，中等教育就学率になるとわずか 14％にすぎない。ちなみに前掲図表 4-1 で
確認すると，リベリアの妊産婦死亡率は，2018 年はむしろ増加して 725（0.725％），乳児死
亡率も 153（15.3％）という高さである。
　UNFPA 発 行 の 年 次 報 告 書“The State of World Population 2018（『 世 界 人 口 白 書
2018』）”最新版のサブタイトルは“The Power of Choice” である（25）。国連が 2015 年版と
して発行した，世界の女性の状況改善のために 5 年に 1 度発行される“The World’s 






















































5.7 より若干高いが，日本も 6.5 にまで下がっているのである。
　この図表 5-1 で注目すべきは，主要先進諸国における若年世代（20 歳未満及び 20 ～24
歳）での中絶率の高さだ。各国ともに，20 歳代前半は各国全体比率のおよそ 2 倍の中絶率
となっている。女性人口千対でスウェーデン 34.0，英国 27.3，フランス 26.6，そして日本も
全体の約 2 倍の 12.9 である。また妊娠に対し肉体的成熟度が未達で妊娠・出産自体ハイリ
スクの若年層（20 歳未満）の中絶率が，各国，全体比率に近い数値で出ている。スウェー
















　幾度も繰り返し挙げる本稿Ⅰの図表 1-6，1-7 において，2013 年，日本における女性の全
妊娠中絶件数に占める世代別割合は，20 歳代前半が 21.6％，また 20 歳代後半が 20.4％，そ
して 20 歳未満が 10.4％という状況であった。この 3 世代合計で中絶件数の過半を占めてい
ることになる。また図表 5-1 で焦点があてられた若年世代（20 歳代前半とそれ未満）だけ








  ２． 20 歳未満は 15 ～19 歳，全体は 15 ～49 歳の女性人口千人当たりの中絶数。
  ３． 日本は 2016（平成 28）年，フィンランド，ドイツは 2015（平成 27）年，米国は 2013（平成 25）年，英















































1996 年 59％，2017 年 44％，さらにこれを近代的避妊法の実行率に限定すると，96 年 53％，
2017 年は 40％と，他の先進諸国に比較して格段に低い。かたや社会規範や家族・生活意識






ある。国際協力 NGO ジョイセフ（JOICEF）によると，日本での避妊方法は，2016 年の調
査結果で，1 位：コンドーム（82.0％），2 位：性交中断法（膣外射精）19.5％，3 位：オギノ
式 7.3％，4 位：ピル（経口避妊薬）4.2％，5 位：IUD（子宮内避妊具）0.4％，であった（34）。
　これは，女性の自主的意思による最も確実な選択肢と言われるピルが，1999 年に日本で
































日本 韓国 アメリカ フランス スウェーデン
女性が主体的に避妊すべき  5.5 11.9 27.3 35.7  5.9
どちらかというと，女性が主体的に
避妊すべき
10.2 15.7 29.2 43.4 39.4
女性主導型（計） 15.7 27.6 56.5 79.1 45.3
どちらかというと，男性が主体的に
避妊すべき
44.2 32.3 20.8  6.5 17.1
男性が主体的に避妊すべき 29.0 31.9  7.3  3.0  4.5
男性主導型（計） 73.2 64.2 28.1  9.5 21.6
避妊はすべきでない  2.5  1.5  2.5  1.7  0.7
























日本 韓国 アメリカ フランス スウェーデン
理由は何であれ，妊娠した以上生むべき
である








33.3 18.9  6.2 10.5  3.5
そもそも中絶は女性の権利として認めら
れるべきである
16.1 14.8 32.7 52.1 81.5
その他  0.5  0.3  1.9  0.5  1.4
わからない  3.9  3.1  4.8  2.9  0.1
出所）同上。


































日本 韓国 アメリカ フランス スウェーデン
子どもが生まれる前に結婚する 58.5 71.1 32.6 12.3  5.8
子どもが生まれれば結婚する 13.8  9.8  5.2  5.2  3.9
妊娠が判明しても必ずしも結婚す
る必要はない
22.7 10.7 51.5 79.6 89.2
中絶をする  0.5  4.4  1.6  0.5  0.7
その他  0.7  0.8  3.7  0.9  0.4



























　日本における今日の深刻な少子化の進行，そして 30 歳代後半から 40 歳代にかけての
ART の異常なまでの多さは，そういう過った運動がもたらした弊害にほかならない。日本














































































（ 1 ）　UNFPA〔1997〕 p. 6.
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generation,  the rate of  implementation  for birth control, especially modern methods,  is 
low. According to a certain  trustworthy  international survey,  Japanese people  tend to 
think that the male partner should take responsibility for contraception.
  There  is a  lack of autonomy for women related to contraception  in Japan. Also,  in 
the case of an unexpected pregnancy, couples either welcome it as a shotgun wedding or 
depend on induced abortion to resolve the issue, as confirmed in previous paper （1）. In-
stead of implementing proactive preventive measures, choosing to handle these situations 
after they occur is the norm.
  Previous paper （1） discusses the sudden increase in demand for assisted reproduc-
tive technology （ART） caused by the late marriage and late childbearing trends in Japan 
and pointed out a temporary distortion of proper provision of information related to sex 
and reproduction which was a background  factor. This paper （2） describes the unique 
process by which  low contraception autonomy among women  in Japan accompanied by 
shotgun weddings or  induced abortion  to handle unexpected pregnancies became the 
norm, a pattern not seen in other developed countries.
  There are common background factors contributing to these unique circumstances 
in Japan. These factors are deficiency of correct knowledge and information （education） 
related to sex and reproduction and the weak autonomy of women attempting to apply 
this education to their daily lives. These factors contribute to both infertility problems re-
lated to  late childbirth and the choice between two extremes, a shotgun wedding or  in-
duced abortion, when dealing with unexpected pregnancies due to the  lack of proactive 
Special Circumstances of the Declining Birthrate Issues in Japan:
Delaying Marriage and Late Childbearing,
and Reproductive Health and Rights （2）
Yuko Kawauchi
― 62 ―
contraception practice. This problematic attitude causes severe deficiencies in autonomy 
and personal decision-making, preventing women from  living proactive  lives which em-
phasize reproductive health and rights, and it needs to be taken seriously.
